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令和９年度 横浜市予算に対する要望書 

一 般 社 団 法 人  横 浜 建 設 業 協 会 

 

円安による輸入コスト増、ウクライナ情勢の長期化、中東情勢の緊迫化等による資機材価

格の高騰、人手不足や時間外労働の上限規制などによる人件費の増大が中小建設業の経営を

圧迫する一方で、こうした資機材費や人件費の上昇分を十分に価格に転嫁できていない状況

が多く見られます。また、人手不足は極めて深刻で、建設業が地域の守り手としての役割を

継続して担っていくためにも、若手人材の確保と技術継承が急務となっており、賃上げを含

む待遇改善や環境整備、働き方改革などにより、建設業の魅力を高めていく必要があります。 

当協会も、これまで週休２日制実現などの改善を目標に掲げて、横浜市予算要望、各局対

話会の機会などを通じて、発注者・受注者が共通の認識のもとで、適正な工期の設定、発注・

施工時期の平準化、適正な工事価格、書類の簡素化などに総合的に取組んで頂くことを要望

してきました。 

以上のように、今後の建設産業の様々な課題に立ち向かっていくためにも、令和９年度の

予算編成にあたっては、以下の事項に関して特段のご配慮を賜りますようお願い申し上げま

す。 

 

１．市内企業の受注機会の確保・拡大について 

市民の安全・安心を守り、横浜市が今後も魅力ある都市として発展し続けるために、イ

ンフラ整備への積極的な投資が不可欠です。道路・橋梁・トンネル等の点検・補修・更新

等のインフラ老朽化対策、豪雨・台風・地震など自然災害の激甚化・頻発化への対策、バ

リアフリー化、歩道整備、無電柱化、交通接点の改善等を計画的に進めるため、インフラ

整備予算のより一層の増額および確保をお願いいたします。 
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２．適正な工期設定、予定価格について 

（１）適正化にむけた体制整備について 

発注段階で設定されている工期や予定価格が実勢と乖離している案件が、特に建築工事

において見受けられます。その結果、入札不調となる案件が発生し、事業の遅延や再発注

に伴う行政負担の増加が懸念されます。近年の資材価格や労務費の上昇、働き方改革の対

応を踏まえると、実勢に即した工期設定および予定価格の算定がこれまで以上に重要であ

ると考えます。つきましては、発注の適正化及び不調防止を目的とした以下の体制整備を

ご検討いただくよう要望いたします。 

(ア) 発注前の設計段階など早期の段階で、施工事業者へのヒアリング 

(イ) 市場実勢を踏まえた概算見積の取得や検証を行う仕組みの構築 

(ウ) 発注条件（工期・工程・予定価格等）の妥当性を専門的に確認する部署の設置 

特に、議会物件等大型案件においては、金額規模が大きくなるほど積算との乖離も拡大

しやすく、結果として入札不調の長期化に繋がる傾向があります。こうした事態を未然に

防ぐためにも、早期段階での実務的な検証体制の整備を強く希望いたします。 

 

（２）建設業時間外労働上限規制実施の課題について 

建設業においても時間外労働の上限規制が適用され、労働環境改善に向けた取組みが求

められています。働き方改革の趣旨については十分理解しておりますが、現場の実情を踏

まえると、規制遵守が困難となる事例が発生しております。 

＜時間外労働上限規制の実施が困難となる主な理由＞ 

(ア) 施工可能期間が限定される工事（河川工事の渇水期施工など） 

(イ) 予定出来高執行への対応 

(ウ) 住民対応に伴う土日出勤等の発生 

(エ) 建設技能者・技術者の減少による労務確保の困難 

(オ) 人員不足により、予定工期内の完成が厳しくなる事例の発生 

(カ) 時間外労働抑制のため増員対応による一般管理費の圧迫 

（限られた技術者数の中で受注量の調整を余儀なくされる場合がある。） 

つきましては、施工時期が限定される工事や、発注者側の要因によって工程が制約され

る工事については、柔軟な工期設定と適正な工程の確保をお願いします。また、直工費の

増額に伴い工事経費が増額されるのと同様に、工期が延伸した場合には、現場管理費や一

般管理費などの必要経費についても適正に上乗せしていただくことを求めます。さらに、

時間外労働規制の実効性を確保するためにも、発注段階から週休２日を確保できる工程設

定と、実態に即した積算をしていただくよう要望いたします。 
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（３）単価上昇を見込んだ予算確保について 

建設資材の高騰や燃料価格の上昇、白ナンバー規制（法改正）によるダンプトラック単

価の上昇などにより直接工事費が上昇しています。また、人手不足による人材確保のため

の募集価格の高騰や、週休２日制、残業規制により、労務価格が上昇しています。それら

のアップ分を見込んだ予算確保をお願いいたします。 

 

（４）資材、製品の見積価格について 

建設資材の高騰は歯止めが掛からない状況が続いています。各製品価格も資材高騰の影

響を受け、年に数回の値上げを行う製品もあります。見積価格については直近の見積書を

採用し、掛率については十分配慮していただくよう要望いたします（見積書によっては値

引きの無いものも存在します）。 

 

（５）数量が少量である場合の予算設定について 

材料が最小購入数量未満の場合は最小購入数量で計上し、労務費１人工未満の場合は１

人工で計上していただくよう要望いたします。 

（例）仕上げ材：設計書では○枚または 0.○㎡ 

実際は１ケース購入 

生コン ：設計書では 0.1㎡×23,000円＝2,300円 

        実際は 0.5㎡×23,000円＋空積割増＋持帰り処分費 

労務費 ：設計書では 0.5人工×25,000円＝12,500円 

        実際は１人工×25,000円＋法定福利費＋諸経費 

 

（６）学校や施設からの要望対応の費用について 

学校や施設からの要望により、騒音作業や運営上支障となる部分での作業を土日及び祭

日に実施せざる得ない場合が多々発生します。このような場合の休日割増費用を設計時に

見込んでいただくか、実施した分の追加費用を認めていただくよう要望します。 

また、施設によっては前日や当日に〇〇時まで音出し作業を止めて欲しいとなる場合が

ありますが、その場合の費用を追加として認めていただくようお願いいたします。 
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（７）輻輳する工事の経費率アップについて 

同一工区内において複数の企業が同時施工を行う、いわゆる輻輳（ふくそう）状態とな

る場合があります。このような場合、以下のような追加的な負担が発生しております。 

・工程調整や施工順序の再調整 

・重機・資材搬入の調整 

・作業ヤードの共有・制限への対応 

・安全管理体制の強化 

これらの対応により、単独施工の場合と比較して施工効率が低下し、作業日数の増加や

管理業務の増大が生じるケースが多く見受けられます。しかしながら、現行の積算基準で

は、こうした輻輳による施工性低下や管理負担増が十分に反映されていない状況にありま

す。つきましては、同一工区内で複数業者が施工する場合について、実態に応じた経費率

の加算措置を講じていただきたく要望いたします。 

 

（８）複数施工場所の工事について 

同一契約工事において、「ほか２か所」「ほか６か所」など、施工箇所が複数に分散して

いる案件が見受けられます。このような工事では、施工場所ごとに以下のような対応が必

要となります。 

・熱中症対策を含む休憩所の設置 

・資機材置場や仮設設備の複数設置 

・現場管理・安全管理体制の個別確保 

・現場間の移動時間および移動経費の発生 

これらは単一施工場所の工事と比較して、管理負担や間接経費が増大する要因となって

おります。しかしながら、現行の予定価格設定においては、こうした実態が十分に反映さ

れていない場合があります。つきましては、複数施工場所を有する工事については、予定

価格の設定段階において、現場数に応じた必要経費を考慮し、適切な加算措置を講じてい

ただきたく要望いたします。 
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３．工事書類の簡素化について 

工事書類の簡素化、生産性向上、省人化に向けた取り組みを進めていただいております

が、実務の現場では、提出書類が「提示」や「確認書類」へと名称変更されたものの、作

成作業そのものは従来と大きく変わっておらず、結果として書類作成に要する時間や労力

の削減には十分つながっていない状況が見受けられます。 

さらに、時間外労働規制への対応が求められる中、期限内に必要書類を整備するために

は相応の人員配置が不可欠であり、現場の負担はむしろ増加傾向にあります。 

つきましては、現場の実態を踏まえ、以下の事項についてご検討いただきたく、要望い

たします。 

(１)書類簡素化の実効性検証および実質的な削減につながる制度改善 

(２)現場管理業務の増加を反映した現場管理費等の経費率の引き上げ 

また、特に「工期が著しく長期にわたる工事」、「技術的難易度が高い工事」、「施工効率

が低下せざるを得ない工事」においては、標準的な経費率では実態に見合わないケースが

生じております。これらの案件については、個別性を考慮した経費率の加算措置を講じた

上で発注していただくよう、併せて強く要望いたします。 

 

４．設計変更について 

（１）物価スライドについて 

現在、工事設計価格においては、鉄筋・鉄骨・生コンクリート等の主要資材について、

四半期毎、または直近刊行物単価を用いて見直しを行い、設計単価として採用されていま

す。 

しかしながら、昨今の急激かつ継続的な資材価格の高騰に対し、刊行物単価の反映には

一定のタイムラグがあるため、実勢取引価格との間に大きな乖離が生じています。特に生

コンクリートについては、地域生コン協同組合による価格改定が毎年実施されており、そ

の上昇幅も年々拡大傾向にあります。その結果、刊行物単価と実際の購入単価との間に顕

著な価格差が発生しております。 

また、公共工事標準請負契約約款に基づく物価スライド条項を適用いただいた場合でも、

請負金額の１％未満の変動分は受注者負担となることから、急激な価格変動局面において

は受注者側に大きな負担が残る状況となっています。 

つきましては、物価スライド適用にあたり、基準日の刊行物単価ではなく、実際の購入

契約単価（実勢価格）を基礎とした算定方法にしていただくよう要望いたします。 
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（２）価格変動協議条項について 

資材価格高騰への対策として、当事者間で契約金額の見直しを協議し変更できる、価格

変動協議条項を契約書に盛り込む等の対応を要望いたします。 

 

（３）設計変更に伴う変更契約について 

横浜市における入札制度は、最低制限価格にα値を乗じて算定する方式が採用されてい

ます。その結果、多くの案件において受注価格が予定価格の92～93％程度に集中している

のが実情です。各事業者は、受注機会の確保や工事量維持の観点から、採算性が十分に確

保できない場合であっても、最低制限価格で応札せざるを得ない状況にあります。しかし

ながら、この価格水準では一般管理費の確保が極めて厳しく、賃金の引き上げや人材確保・

育成への投資が困難です。とりわけ担い手不足が深刻化する中、若手技術者の確保・育成

や技術者の処遇改善は喫緊の課題であり、持続可能な建設業経営の観点からも制度の見直

しが必要と考えます。 

設計変更に伴う変更契約につきましては、現行制度では、当初の落札率を乗じた変更契

約となりますが、新工種に限らず、設計変更部分については 100％により積算していただ

くよう要望いたします。 

 

（４）設計変更の上限額について 

設計変更の上限額 30％とする運用につきましては、撤廃を検討いただきたく要望しま

す。変更額が30％を超過し随意契約となる場合、監理技術者の新たな選任が必要となりま

すが、人手不足が深刻化する中で技術者を確保できないケースも生じます。また、契約関

係書類や施工体制台帳、材料承諾書類等を改めて作成する必要があり、事務負担が増大し

ます。効率化の観点からも合理的とは言い難いことから、上限規定の見直しについて検討

いただくようお願いいたします。 

 

以上 


